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各 位  

 会社名：株式会社 SDSホールディングス 

代表者名：代表取締役社長 渡辺 悠介 

(コード番号：1711 東証スタンダード) 

 問い合わせ先：管理本部長 田中 圭 

(Tel:03-6821-0004) 

 

HT ソーラー株式会社とのパートナーシップ契約の締結に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、HT ソーラー株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役 王 永、

以下、「HT ソーラー」といいます。）との間に、太陽光発電を中心とする再生可能エネルギー関連事業にお

けるパートナーシップ契約（以下「本契約」といいます。）を締結することを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。 

 

1． 本契約締結の目的 

 

当社グループは、「エネルギーソリューションを通じて、地球環境と社会に貢献する」という理念の下、事

業活動を行い、地球温暖化、災害、衛生リスクという３つの脅威に対するソリューションを、社会に提供す

ることを基本方針としております。2050 年のカーボンニュートラルという政府目標の実現、異常気象や震災

など非常事態に対する対応の需要増大などを背景に、当社グループが推進する事業には、中期的な成長が見

込まれます。 

こうした中、当社グループは、2023年 11月 27日、及び 2024年 5月 17日開示の中期経営計画にあります

通り、再生可能エネルギー事業について、今後の成長分野の一つとして注力しており、9月 11日、当社グル

ープとしては一基目となる、メガソーラー太陽光発電設備の取得を決議いたしました。さらに、当社グルー

プでは、今後、当該事業による売電収入以外に、太陽光発電設備の開発・設計・新たなビジネスモデルの導

入など、幅広い関連事業を手掛けていくことを企図しております。 

そこで今回、太陽光発電事業でアジア地域でも幅広い事業を手掛ける Haitai Solar株式会社の 100％子会

社である、HT ソーラーとの間に、太陽光発電を中心とする再生可能エネルギー関連事業において、双方の

強みを活かし、相互の技術的及び商業的協力を通じて、再生可能エネルギーの普及促進および持続可能な社

会の実現に貢献すると共に共同事業化を進めていくことを目的とし、本契約を締結することで合意いたしま

した。 

 

2． 具体的な提携内容 

 

HT ソーラーは、中国に本社を置き北京証券取引所に上場している Haitai Solar 株式会社（唐山海泰新

能科技股份有限公司）の日本法人（100％子会社）であり、同社が有する太陽光発電に関する高い技術力や豊

富な実績と、当社が有する環境ソリューションのノウハウ等の連携により、両社の再生可能エネルギー関連

事業におけるサービスの質および付加価値の向上を目指します。HT ソーラーが製造する太陽光モジュール

を使用した太陽光発電所の開発を進めるとともに、HT ソーラーと当社が保有している顧客ネットワークの

相互連携による新たな顧客接点の創出を行います。また、将来的には、脱炭素社会の実現に貢献する新商品

および新サービスの研究、開発、販売を協力して推進します。 

 

3． 相手先の概要 

 

(1)名称 HT ソーラー株式会社 

(2)所在地 東京都千代田区大手町一丁目 1番 1号 
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大手町パークビルディング 8階 824号 

(3)代表者の役職氏名 代表取締役会長 王 永 

(4)事業内容 太陽電池モジュールおよび発電関連商品の販売・アフターサービス 

(5)資本金 1億円 

(6)設立年月日 2013年 6月 20日 

(7)出資者及び持分比率 中国 Haitai Solar 株式会社（唐山海泰新能科技股份有限公司）100% 

(8)上場会社と当該会

社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事

者への該

当状況 

該当事項はありません。 

(9)最近３年間の財政状態及び 

経営成績 

相手先の意向により、非開示とさせていただきます。 

 

※上記（7）記載の 100％親会社の概要 

(1)名称 Haitai Solar 株式会社（唐山海泰新能科技股份有限公司） 

(2)所在地 
中国河北省唐山市玉田县玉泰工业区豪门路 88号 

(3)代表者の役職氏名 王 永 

(4)事業内容 太陽光発電モジュール、太陽光架台、太陽光発電所、蓄電システム、

水素エネルギー、風力発電 

(5)資本金 3.1億人民元（約 60億円） 

(6)設立 2006年 12月 

(7)出資者および持分比率 ― 

(8)上場会社と当該会

社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事

者への該

当状況 

該当事項はありません。 

(9)最近３年間の財政状態及び 

経営成績 

― 

 

4． 日程 

 

取締役会決議日 2024年 11月 18日（月） 

本契約締結日 2024年 11月 18日（月） 

本パートナーシップの開始日 2024年 11月 18日（月） 

 

5． 今後の見通し 

 

 本契約締結は、中長期的に当社グループの企業価値向上に資するものと考えております。今後、公表

すべき事項が生じた場合には、速やかに開示してまいります。 

 

以 上 


